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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリエステル支持体層と、式（Ｉ）
　　ＡｇaＨbＡcＭ2（ＰＯ4）3・ｎＨ2Ｏ　　　（Ｉ）
　（式中、
　Ａは、アルカリ金属イオンまたはアルカリ土類金属イオンから選択される少なくとも１
つのイオンであり、
　Ｍは、四価の金属イオンであり、
　ａは、０．４から０．５の範囲であり、
　ｂおよびｃは、（ａ＋ｂ＋ｍｃ）＝１となるような正の数であり、
　ｍは、金属Ａの価数であり、
　０≦ｎ≦６である）
の無機抗菌性化合物とを含み、
　抗菌性化合物は支持体層のポリエステル材料の０．０５から０．７重量％の量で支持体
層中に存在し、ヘイズは１５％未満であることを特徴とする自立型抗菌性ポリエステルフ
ィルム。
【請求項２】
　前記ポリエステル支持体はポリエチレンテレフタレートを含むことを特徴とする請求項
１に記載のフィルム。
【請求項３】
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　光沢は少なくとも７０であることを特徴とする請求項１または２に記載のフィルム。
【請求項４】
　抗菌性化合物は、支持体層のポリエステル材料の０．２から０．６重量％の量で存在す
ることを特徴とする請求項１から３のいずれか一項に記載のフィルム。
【請求項５】
　金属Ａは、リチウム、ナトリウム、カリウム、マグネシウム、およびカルシウムから選
択されることを特徴とする請求項１から４のいずれか一項に記載のフィルム。
【請求項６】
　金属Ａはナトリウムであることを特徴とする請求項１から５のいずれか一項に記載のフ
ィルム。
【請求項７】
　金属Ｍは、ジルコニウム、チタン、およびスズから選択されることを特徴とする請求項
１から６のいずれか一項に記載のフィルム。
【請求項８】
　パラメータ「ｂ」は少なくとも０．２であることを特徴とする請求項１から７のいずれ
か一項に記載のフィルム。
【請求項９】
　ポリエステル支持体層を含む自立型抗菌性ポリエステルフィルムの製造において、１５
％未満のヘイズを有する抗菌性フィルムを提供することを目的とする、式（Ｉ）
　　ＡｇaＨbＡcＭ2（ＰＯ4）3・ｎＨ2Ｏ　　　（Ｉ）
　（式中、
　Ａは、アルカリ金属イオンまたはアルカリ土類金属イオンから選択される少なくとも１
つのイオンであり、
　Ｍは、四価の金属イオンであり、
　ａは、０．４から０．５の範囲であり、
　ｂおよびｃは、（ａ＋ｂ＋ｍｃ）＝１となるような正の数であり、
　ｍは、金属Ａの価数であり、
　０≦ｎ≦６である）
の抗菌性化合物の使用であって、
　前記抗菌性化合物が支持体層のポリエステル材料の０．０５から０．７重量％の量で支
持体層中に存在することを特徴とする使用。
【請求項１０】
　ポリエステル支持体層を含み、１５％未満のヘイズを有する自立型抗菌性フィルムを提
供する方法であって、その中に、式（Ｉ）
　ＡｇaＨbＡcＭ2（ＰＯ4）3・ｎＨ2Ｏ　　　（Ｉ）
　（式中、
　Ａは、アルカリ金属イオンまたはアルカリ土類金属イオンから選択される少なくとも１
つのイオンであり、
　Ｍは、四価の金属イオンであり、
　ａは、０．４から０．５の範囲であり、
　ｂおよびｃは、（ａ＋ｂ＋ｍｃ）＝１となるような正の数であり、
　ｍは、金属Ａの価数であり、
　０≦ｎ≦６である）
の抗菌性化合物を、支持体層のポリエステル材料の０．０５から０．７重量％の量で組み
込む工程を含むことを特徴とする方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は、抗菌性ポリマーフィルム、特にポリエステルフィルムに関する。
【背景技術】
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【０００２】
　抗菌特性を有するポリマーフィルムの調製はよく知られている。このようなフィルムは
、例えば医療およびケータリングといった状況における抗菌性表面の提供に用いられる。
抗菌特性は、抗菌剤を用いることによって付与される。このようなフィルムの調製は、典
型的には、ポリマーマトリクス中に、または１つもしくは複数の表面上にコーティングと
して、抗菌剤を配置することを伴う。望ましくは、抗菌剤は、様々な微生物に対応する広
い活性スペクトルを有し、高等生物にとっては低い毒性プロファイルを有しているべきで
ある。金属イオン、特に銀イオンは、抗真菌活性、抗細菌活性、および抗藻活性（以下、
抗菌活性と称する）を示すものとして長い間知られてきた。近年、リン酸ジルコニウムに
担持された抗菌性金属イオンの使用が提案されてきている（例えば、特許文献１、特許文
献２、および特許文献３参照）。特に、食品および医療器具の包装に有用な、ＰＶＣ、ポ
リオレフィン、ポリエステルおよび／またはポリビニルアルコールの層を含む、共押出し
フィルムまたはラミネートフィルムにおける、ゼオライト抗真菌剤の使用が開示されてい
る（特許文献４参照）。（ａ）５～４０％のラクチドまたは乳酸オリゴマー、（ｂ）０～
２０％の有機可塑剤、および（ｃ）６０～９５％の乳酸ポリマーまたはコポリマーからな
る抗菌組成物で、ポリマー支持体上に少なくとも５μｍの厚みの層としてコーティングさ
れるものを含む包装フィルムも開示されている（特許文献５参照）。無機および／または
有機の抗細菌剤および親水性物質を含む、食品包装における使用に適した抗細菌性フィル
ムも開示されている（特許文献６参照）。抗菌剤は、比較的高価であり、消費者は一般に
、抗菌性の対費用効果を勘案しなければならない。所定の抗菌効果においてより経済的な
抗菌性フィルムか、または所定のコストにおいてより優れた抗菌効果を有するフィルムを
提供することが望ましい。
【０００３】
　抗菌剤は典型的にはフィルム製造の重合段階の間に添加されるため、ポリマーおよびフ
ィルム調製中に経験する加工温度において、抗菌剤は熱的に安定でなければならない。抗
菌剤のいかなる分解も、フィルムの抗菌活性を低下させ、フィルムの変色を招くおそれが
あり、規定のレベルの抗菌活性を発現させるために必要なフィルムのコストが増加する。
特にフィルム製造中において、抗菌剤がより少ない分解を示すような、抗菌性フィルムを
提供することが望ましい。
【０００４】
　現行の抗菌性フィルムについてのさらなる問題は、抗菌剤の存在が、抗菌剤を含まない
フィルムと比較して、望ましくないヘイズと光沢の低下とを招く可能性があることである
。
【０００５】
【特許文献１】米国特許第５４４１７１７号明細書
【特許文献２】特開平３－８３９０５号公報
【特許文献３】米国特許第５２９６２３８号明細書
【特許文献４】米国特許第５５５６６９９号明細書
【特許文献５】米国特許第５６３９４６６号明細書
【特許文献６】欧州特許出願公開第０８４６４１８号明細書
【特許文献７】英国特許出願第８３８７０８号明細書
【特許文献８】米国特許第５３２８７２４号明細書
【特許文献９】米国特許第５１５１３３１号明細書
【特許文献１０】米国特許第３９５９５２６号明細書
【特許文献１１】米国特許第６００４６６０号明細書
【特許文献１２】米国特許第４３７５４９４号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の目的は、上記の問題の１つまたは複数に対処し、特に、低いヘイズと高い光沢
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とを含む良好な光学特性を示す抗菌性フィルムを提供することである。
【０００７】
　本明細書において、用語「抗菌」は、殺菌作用または微生物群における微生物増殖の抑
制を意味する。１つの実施形態においては、微生物は、黒色アスペルギルス（Ａｓｐｅｒ
ｇｉｌｌｕｓ　ｎｉｇｅｒ）、黄色ブドウ球菌（Ｓｔａｐｈｙｌｏｃｏｃｃｕｓ　ａｕｒ
ｅｕｓ）、および大腸菌（Ｅｓｃｈｅｒｉｃｈｉａ　ｃｏｌｉ）からなる群から選択され
る。１つの実施形態において、用語「抗菌」は、対照に対し、微生物群の増殖の１ログを
超える減少、好ましくは２ログを超える減少、好ましくは３ログを超える減少、より好ま
しくは４ログを超える減少を意味する。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明によれば、ポリマー支持体層と、式（Ｉ）
　　ＡｇaＨbＡcＭ2（ＰＯ4）3・ｎＨ2Ｏ　　　　　　（Ｉ）
（式中、
Ａは、アルカリ金属イオンまたはアルカリ土類金属イオンから選択される少なくとも１つ
のイオンであり、
Ｍは、四価の金属イオンであり、
ａは、０．４から０．５の範囲であり、
ｂおよびｃは、（ａ＋ｂ＋ｍｃ）＝１となるような正の数であり、
ｍは、金属Ａの価数であり、
０≦ｎ≦６である）
の無機抗菌性化合物とを含み、
抗菌性化合物は支持体層のポリマー材料の約０．０５から約０．７重量％の量で支持体層
中に存在する抗菌性ポリマーフィルムが提供される。
【０００９】
　本発明者らは、意外にも、抗菌性フィルムのポリマー支持体層における所定の最終銀含
有量に対し、比較的高い割合の銀イオンを有する比較的濃度の低い抗菌剤が、比較的低い
割合の銀イオンを有する比較的濃度の高い抗菌剤よりも、フィルムの光学特性を改善させ
ることを見出した。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　抗菌性化合物は、支持体層のポリマー材料の重量の約０．１から約０．７％の量で存在
することが好ましく、好ましくは約０．２から約０．６％、より好ましくは約０．３から
約０．５％である。銀は、抗菌性化合物の重量の約５から約１５％の量で存在することが
好ましく、好ましくは約７から約１３％、好ましくは約８から約１２％、好ましくは、約
９から１１％である。
【００１１】
　式（Ｉ）の抗菌性化合物を、特許文献１または特許文献３に記載されている方法に従っ
て調製してもよい（特許文献１および特許文献３参照）。抗菌性銀イオンは、リン酸ジル
コニウムに担持される。金属Ａは、リチウム、ナトリウム、カリウム、マグネシウム、お
よびカルシウムから選択されることが好ましく、ナトリウムであることが好ましい。金属
Ｍは、ジルコニウム、チタン、およびスズから選択されることが好ましく、ジルコニウム
およびチタンから選択されることが好ましく、ジルコニウムであることが好ましい。パラ
メータ「ｂ」の値は、少なくとも０．２であることが好ましく、０．２から０．５の範囲
であることがより好ましい。１つの実施形態においては、パラメータ「ｂ」の値は０．２
から０．３の範囲である。１つの実施形態においては、抗菌性化合物はＡｇ0.46Ｎａ0.29

Ｈ0.25Ｚｒ2（ＰＯ4）3から選択される。
【００１２】
　好ましい実施形態においては、抗菌性化合物の粒子サイズは、体積分布平均粒径が０．
４から１０μｍとなるようなものであり、１．０から６．０μｍが好ましく、１．０から
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３．０μｍであることがより好ましい。
【００１３】
　抗菌性化合物は、支持体層のポリマーマトリックス中に組み込まれる。抗菌性化合物を
、支持体ポリマーを合成するための重合反応の前、その間、またはその後に添加してもよ
いが、重合の後、フィルム形成の前に添加することが好ましい。
【００１４】
　本発明のさらなる態様においては、フィルムのヘイズを低下させることを目的とする、
ポリマー支持体層を含む抗菌性ポリマーフィルムの製造における式（Ｉ）の抗菌性化合物
の使用であって、前記抗菌性化合物は、支持体層のポリマー材料の約０．０５から約０．
７重量％の量で支持体層中に存在する使用が提供される。
【００１５】
　本発明のさらなる態様においては、式（Ｉ）の抗菌性化合物を、支持体層のポリマー材
料の約０．０５から約０．７重量％の量で組み込むことによって、ポリマー支持体層を含
む抗菌性ポリマーフィルムのヘイズを改善する方法が提供される。
【００１６】
　ポリマー支持体層は、自立型のフィルムまたはシートであり、すなわちフィルムまたは
シートが支持基材なしに独立して存在できることを意味する。支持体は、（ポリエチレン
およびポリプロピレンのような）ポリオレフィン、（ナイロンを含む）ポリアミド、ＰＶ
Ｃおよびポリエステルを含む、任意の適当なフィルム形成ポリマーから形成してもよい。
ポリマー支持体は、以下により詳細に論じるように、配向ポリプロピレンまたは配向ポリ
エチレンテレフタレート（ＰＥＴ）のように配向していてもよく、または非晶質であって
もよい。好ましい実施形態においては、支持体はポリエステル、特に合成の線状ポリエス
テルである。
【００１７】
　支持体の好ましい合成の線状ポリエステルは、例えば、テレフタル酸、イソフタル酸、
フタル酸、２，５－、２，６－、または２，７－ナフタレンジカルボン酸、コハク酸、セ
バシン酸、アジピン酸、アゼライン酸、４，４’－ジフェニルジカルボン酸、ヘキサヒド
ロ－テレフタル酸または１，２－ビス－ｐ－カルボキシフェノキシエタンなどの、１種ま
たは複数のジカルボン酸またはそれらの（炭素原子６個までの）低級アルキルジエステル
を（任意選択的に、ピバル酸のようなモノカルボン酸と共に）、例えばエチレングリコー
ル、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、お
よび１，４－シクロヘキサンジメタノールなどの１種または複数のグリコール、特に、脂
肪族または脂環式グリコールと縮合させることによって得ることができる。芳香族ジカル
ボン酸が好ましい。脂肪族グリコールが好ましい。また、ヒドロキシプロピオン酸、ヒド
ロキシ酪酸、ｐ－ヒドロキシ安息香酸、ｍ－ヒドロキシ安息香酸、または２－ヒドロキシ
ナフタレン－６－カルボン酸のようなω－ヒドロキシアルカン酸（典型的にはＣ3～Ｃ12

）のように、ヒドロキシカルボン酸モノマーに由来する単位を含有するポリエステルまた
はコポリエステルを使用してもよい。
【００１８】
　好ましい実施形態においては、ポリエステルは、ポリエチレンテレフタレートおよびポ
リエチレンナフタレートから選択される。ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）が特に
好ましい。
【００１９】
　支持体は、上記フィルム形成材料からなる１つまたは複数の分離した層を含んでいても
よい。個々の層のポリマー材料は、同じであっても、異なっていてもよい。例えば、支持
体は１つ、２つ、３つ、４つまたは５つまたはそれよりも多い層を含んでいてもよく、典
型的な多層構造は、ＡＢ、ＡＢＡ、ＡＢＣ、ＡＢＡＢ、ＡＢＡＢＡ、またはＡＢＣＢＡ型
のものであってもよい。
【００２０】
　１つの実施形態においては、支持体は２層支持体であり、１つの層は熱シール可能な層
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である。熱シール可能な層は、当技術分野においてよく知られており、ポリエステル、Ｅ
ＶＡ、または変性ポリエチレンのようなポリマー材料を含む。１つの実施形態においては
、熱シール可能な層は、線状ポリエステル樹脂、特に、上記の１種または複数のジカルボ
ン酸と１種または複数のグリコールから誘導されるコポリエステル樹脂を含む。このよう
な多層支持体においては、抗菌剤は各層中に存在してもよい。あるいはまた、抗菌剤は、
環境に対して開放されている層、すなわち、ラミネートまたは表面に熱シールされていな
い層中に存在する。
【００２１】
　支持体の形成は、当技術分野においてよく知られている慣用の技術によって行ってもよ
い。支持体の形成は、以下に記載する方法に添って、押出により行うことが好都合である
。大まかに言えば、プロセスは、溶融ポリマーの層を押し出すステップと、押出物を急冷
するステップと、急冷した押出物を少なくとも一方向に配向させるステップとを含む。
【００２２】
　支持体は、上述のように、一軸配向されてもよいが、二軸配向されることが好ましい。
配向は、例えば、インフレーション法またはフラットフィルム法など、配向フィルムを製
造するためのものとして当技術分野において知られている任意の方法によって行われても
よい。二軸配向は、機械的および物理的性質の満足できる組合せを達成するために、フィ
ルム平面内の互いに垂直な二方向における延伸によって行われる。
【００２３】
　インフレーション法においては、熱可塑性ポリマーのチューブを押出し、これを続いて
急冷し、再加熱した後に、内部ガス圧によって膨張させて、横軸配向を誘起し、長手方向
の配向を誘起する速度で引き出すことによって、同時二軸配向を行ってもよい。
【００２４】
　好ましいフラットフィルム法においては、支持体形成ポリマーをスロットダイから押出
し、冷却したキャスティングドラム上で直ちに急冷して、ポリマーが非晶質状態に急冷さ
れることを確実にする。次いで、急冷された押出物を、ポリエステルのガラス転移温度よ
りも高い温度で、少なくとも一方向に延伸することにより配向を行う。フラットな急冷さ
れた押出し物を、最初は一方向（通常は長手方向、すなわちフィルム延伸機を通して前進
方向）に延伸し、次いで横軸方向に延伸することによって、順次的な配向を行ってもよい
。押出し物の前進方向への延伸は、一組の回転ロールの上、または二組のニップロールの
間で行うことが好都合であり、次いでテンター装置中で横軸方向の延伸を行う。あるいは
また、キャストフィルムを、二軸テンター中で前進方向および横軸方向の両方に同時に延
伸してもよい。延伸は、ポリマーの性質によって決まる程度まで行う。例えば、ポリエチ
レンテレフタレートは、通常、配向フィルムの寸法が、それぞれの延伸方向において、最
初の寸法の２から５倍、より好ましくは２．５から４．５倍となるように延伸される。典
型的には、延伸は７０から１２５℃の範囲の温度で行う。一方向のみの配向が必要とされ
るような場合には、より大きな延伸比（例えば、最大で約８倍）を用いてもよい。機械方
向および横軸方向に等しく延伸する必要はないが、バランスのとれた性質が望まれる場合
にはそれが好ましい。
【００２５】
　延伸されたフィルムを、寸法拘束下でポリエステルのガラス転移温度よりも高いがその
溶融温度よりも低い温度においてヒートセットして、ポリエステルの結晶化を誘起するこ
とによって寸法安定化してもよく、またそれが好ましい。実際のヒートセット温度および
時間は、フィルムの組成に応じて変わるが、フィルムの機械的性質を実質的に低下させる
ような選択をするべきではない。これらの制約の中で、約１３５℃から２５０℃のヒート
セット温度が一般的に望ましい（特許文献７参照）。
【００２６】
　支持体が２以上の層を含む場合には、支持体の調製は、共押出によって行うことが好都
合である。共押出は、マルチオリフィスダイの独立したオリフィスを通してそれぞれのフ
ィルム形成層を同時共押出し、その後に依然として溶融している層を一体化させること、
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または、好ましくは、最初にそれぞれのポリマーの溶融流をダイマニホールドにつながる
チャネル内で一体化し、その後に、相互混合のない層流条件下でダイオリフィスから一緒
に押出す単一チャネル共押出のいずれかによって行われ、これにより多層ポリマーフィル
ムが製造される。その多層ポリマーフィルムを、前述のように配向およびヒートセットさ
せてもよい。多層支持体の形成はまた、慣用のラミネート技術によって、例えば予備形成
した第１層と予備形成した第２層とを一緒にラミネートすること、または、例えば予備形
成した第２層の上に第１層をキャスティングすることによって行ってもよい。また、支持
体が熱シール可能な層を含む場合には、熱シール可能な層を慣用のコーティング技術によ
って塗布してもよい。
【００２７】
　１つの実施形態においては、支持体は熱収縮性である。当業者にはよく知られているよ
うに、フィルムの収縮特性は、その製造中に採用される延伸比率とヒートセット条件とに
よって決まる。一般的に、ヒートセットされていないフィルムの収縮挙動は、その製造中
にフィルムが引き伸ばされた程度に対応する。ヒートセットのない場合、続いて熱にさら
された時に、高度に引き伸ばされたフィルムは、高度の収縮を示し；わずかにしか引き伸
ばされていないフィルムは、少しの収縮しか示さない。ヒートセットは、引き伸ばされた
フィルムに寸法安定性を与え、およびフィルムを延伸された状態に「固定」する効果を有
する。ゆえに、熱作用下におけるフィルムの収縮挙動は、その製造中に行われた延伸操作
後に、フィルムがヒートセットされたか否か、およびどの程度行われたかに依存する。一
般的に、ヒートセット操作中に温度Ｔ1を経たフィルムは、製造後に続いて熱にさらされ
た時に、Ｔ1よりも低い温度では実質的に収縮を示さない。したがって、収縮特性を付与
するためには、引き伸ばしが行われた後に、支持体をヒートセットしないか、比較的低い
温度および／または比較的短い継続時間で部分的にヒートセットする。収縮性の支持体は
、フィルムの一方向または両方向における収縮を示してもよい。１つの寸法における収縮
の程度は、直交する方向における収縮の程度と同じであっても異なっていてもよい。収縮
は、１００℃の水浴中に３０秒間置いた時に、約０から約８０％の範囲であることが好ま
しく、約５から約８０％であることが好ましく、約１０から約８０％であることが好まし
く、約１０から約６０％であることがより好ましい。
【００２８】
　ポリマー支持体は、ポリマーフィルムの製造において慣用的に使用されている任意の添
加剤を適宜含有していてもよい。よって、染料、顔料、ボイド形成剤、滑剤、抗酸化剤、
ラジカル捕捉剤、ＵＶ吸収剤、難燃剤、熱安定剤、ブロッキング防止剤、界面活性剤、ス
リップ助剤、蛍光増白剤、光沢改良剤、劣化促進剤、粘度調整剤および分散安定化剤とい
った薬剤を、適宜、支持体中に組み込んでもよい。特に、支持体は粒子状のフィラーを含
んでいてもよい。フィラーは、例えば、粒子状の無機質フィラー、または非相溶性の樹脂
フィラー、これらのフィラーの２種またはそれ以上の混合物であってもよい。粒子状の無
機質フィラーには、例えばアルミナ、シリカ（特に沈降または珪藻類シリカおよびシリカ
ゲル）およびチタニアといった金属または半金属酸化物、焼成チャイナクレー、ならびに
、例えばカルシウムおよびバリウムの炭酸塩および硫酸塩といったアルカリ金属塩が含ま
れる。支持体層はフィラーを含まないか、またはフィラーが典型的には少量のみ、一般に
支持体ポリマーの重量に対して０．５％を超えない量、好ましくは０．２％よりも少ない
量で存在することが適当である。
【００２９】
　層の組成物の成分は、慣用の方法で混合してもよい。例えば、層ポリマーを誘導するモ
ノマー性反応物質と混合することによって、混合を実施してもよい。または、タンブルブ
レンドもしくはドライブレンドによって、あるいは押出機中で混合し、続いて冷却および
通常の場合に粒子またはチップへの粉砕を行うことによって、成分をポリマーと混合して
もよい。また、マスターバッチ技術を採用してもよい。
【００３０】
　支持体層は、約５と３５０μｍの間の厚さであることが適当であり、１２から約２５０
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μｍであることが好ましく、特に約２０から約７５μｍであることが好ましい。
【００３１】
　１つの実施形態においては、抗菌性フィルムを、水蒸気および／または酸素に対するバ
リヤーを与えるのに十分なコーティング層でコーティングする。１つの実施形態において
は、コーティングは、０．０１から１０ｇ／１００平方インチ／日、好ましくは０．０１
から０．１ｇ／１００平方インチ／日、および１つの実施形態においては、０．１から１
．０ｇ／１００平方インチ／日の範囲の水蒸気透過率、および／または０．０１から１０
ｃｍ3／１００平方インチ／日／ａｔｍ、好ましくは０．０１から１ｃｍ3／１００平方イ
ンチ／日／ａｔｍ、および１つの実施形態においては０．１から１ｃｍ3／１００平方イ
ンチ／日／ａｔｍの範囲の酸素透過率を提供するのに十分である。適当な塗布量(coat we
ight)は、０．０１から１４ｇ／ｍ2、好ましくは０．０２から１．５ｇ／ｍ2の範囲であ
る。慣用のバリヤーコーティングは、ＰＶＤＣ、ＰＣＴＦＥ、ＰＥ、ＰＰ、ＥＶＯＨ、お
よびＰＶＯＨを含む。ＰＶＤＣ層は、気体と水蒸気の両方に対するバリヤーを提供するの
に特に適している；ＥＶＯＨおよびＰＶＯＨ層は、気体に対するバリヤーを提供するのに
特に適している；一方、ＰＣＴＦＥ、ＰＥ、およびＰＰ層は、水蒸気に対するバリヤーを
提供するのに特に適している。適当な層は、当技術分野において知られており、開示され
ている（例えば、特許文献８（ＥＶＯＨ）、特許文献９（ＰＶＤＣ）、特許文献１０（Ｐ
ＶＤＣ）、特許文献１１（ＰＶＤＣおよびＰＶＯＨ）参照）。適当なＰＶＤＣポリマー層
は、６５から９６重量％の塩化ビニリデンと、４から３５％の１種または複数のコモノマ
ー（塩化ビニル、アクリロニトリル、メタアクリロニトリル、メチルメタクリレート、ま
たはメチルアクリレートのようなもの）とのコポリマーであり、一般的にサラン（商標）
と称される。適当なグレードは、約７重量パーセントのメタアクリロニトリル、３重量パ
ーセントのメチルメタクリレート、および０．３重量パーセントのイタコン酸のコモノマ
ーを含有する。
【００３２】
　さらなる実施形態においては、抗菌性フィルムは、本明細書において記載する試験方法
に従ってこれをヒートシールした時に、１００ｇ／ｉｎから２５００ｇ／ｉｎのヒートシ
ール強度を与えるのに十分なシーラントコーティングでコーティングされてもよい。ヒー
トシール強度は、少なくとも約３００ｇ／ｉｎであることが好ましく、少なくとも５００
ｇ／ｉｎであることが好ましく、少なくとも７５０ｇ／ｉｎであることが好ましい。適当
な塗布量(coat weight)は、０．５から１４ｇ／ｍ2の範囲であり、１．０から１０ｇ／ｍ
2であることが好ましい。適当なヒートシール可能なコーティングまたはシーラントコー
ティングには、エチレン酢酸ビニル（ＥＶＡ）、非晶質ポリエステル（ＡＰＥＴ）、ポリ
エチレン（ＰＥ）のようなオレフィンポリマー、カプロラクトン、エチレンメタクリル酸
（ＥＭＡＡ）のような酸コポリマー、サーリン（Ｓｕｒｌｙｎ）（登録商標）のようなア
イオノマー、およびスチレンイソプレンスチレン（ＳＩＳ）のようなスチレン性コポリマ
ーが含まれる。適当な層は、当技術分野においてよく知られている。非晶質コポリエステ
ルシーラント層についても記載されている（特許文献１２および特許文献１１参照）。適
当なコポリエステルは、芳香族ジカルボン酸および脂肪族ジカルボン酸を含んでいてもよ
い。適当な芳香族ジカルボン酸は、テレフタル酸、イソフタル酸、フタル酸、または２，
５－、２，６－、もしくは２，７－ナフタレンジカルボン酸を含み、適当な脂肪族ジカル
ボン酸は、コハク酸、セバシン酸、アジピン酸、アゼライン酸、スベリン酸およびピメリ
ン酸を含む。好ましい芳香族ジカルボン酸は、テレフタル酸である。好ましい脂肪族ジカ
ルボン酸は、セバシン酸、アジピン酸、およびアゼライン酸から選択される。特に好まし
い脂肪族二塩基酸は、セバシン酸である。コポリエステル中に存在する芳香族ジカルボン
酸の濃度は、コポリエステルのジカルボン酸成分を基準として４０から８０モル％の範囲
であることが好ましく、４５から６５モル％であることがより好ましく、５０から６０モ
ル％であることが特に好ましい。コーティング層のコポリエステルのグリコール成分は、
好ましくは２から８個、より好ましくは２から４個の炭素原子を含む。適当なグリコール
には、エチレングリコール、１，３－プロパンジオール、１，３－ブタンジオール、１，
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４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、ネオペンチルグリコール、２，２－ジ
メチル－１，３－プロパンジオール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコールお
よび１，４－シクロヘキサンジメタノールが含まれる。脂肪族グリコール、特にエチレン
グリコール、または１，４－ブタンジオールが好ましい。特に好ましい実施形態では、脂
肪族グリコールは１，４－ブタンジオールである。このようなコポリエステルは、１０℃
よりも低い、より好ましくは０℃よりも低い、特に－５０℃から０℃の範囲、およびとり
わけ－５０℃から－１０℃の範囲のガラス転移点と、９０℃から２５０℃の範囲、より好
ましくは１１０℃から１７５℃の範囲、特に１１０℃から１５５℃の範囲の融点を有する
ことが好ましい。このようなコポリエステルの特に好ましい例は、（ｉ）アゼライン酸お
よびテレフタル酸と、脂肪族グリコール、好ましくはエチレングリコールとのコポリエス
テル；（ｉｉ）アジピン酸およびテレフタル酸と、脂肪族グリコール、好ましくはエチレ
ングリコールとのコポリエステル；ならびに（ｉｉｉ）セバシン酸およびテレフタル酸と
、脂肪族グリコール、好ましくはブチレングリコールとのコポリエステルである。好まし
いポリマーには、－４０℃のガラス転移点（Ｔg）と１１７℃の融点（Ｔm）とを有するセ
バシン酸／テレフタル酸／ブチレングリコール（好ましくは、４５～５５／５５～４５／
１００、より好ましくは５０／５０／１００の相対モル比で成分を有するもの）のコポリ
エステル、および、－１５℃のＴgと１５０℃のＴmとを有するアゼライン酸／テレフタル
酸／エチレングリコール（好ましくは、４０～５０／６０～５０／１００、より好ましく
は４５／５５／１００の相対モル比で成分を有するもの）のコポリエステルが含まれる。
適当なＥＶＡポリマーは、デュポン（ＤｕＰｏｎｔ）社からエルバックス（Ｅｌｖａｘ）
（商標）樹脂として入手することができる。典型的には、これらの樹脂は、９％から４０
％、典型的には１５％から３０％の範囲の酢酸ビニル含有量を有する。
【００３３】
　さらなる実施形態においては、コーティング層は、バリヤー特性およびヒートシール特
性の両方を与え、この点でＰＶＤＣコーティングが適している。代替の実施形態において
は、ヒートシール可能なコーティングを支持体の一方の表面上に塗布し、バリヤー層を支
持体の他方の表面上に塗布してもよい。１つの実施形態においては、バリヤー特性および
／またはヒートシール特性を与える前記コーティング層は、抗菌剤を含有しない。
【００３４】
　コーティング層は、支持体にインラインまたはオフラインのどちらで塗布してもよい。
コーティングは、既に配向された支持体上に塗布してもよい。しかしながら、コーティン
グ組成物の塗布は、延伸操作の前またはその間に行うことが好ましい。例えば、二軸延伸
操作の２つの段階（長手方向および横軸方向）の間に、フィルム支持体にコーティングを
塗布してもよい。よって、フィルム支持体を、最初に一連の回転ローラー上で長手方向に
延伸し、コーティング組成物でコーティングし、次いでテンターオーブン中で横軸方向に
延伸し、次いで好ましくはヒートセットしてもよい。コーティング組成物は、水溶液また
は有機溶液の形態、分散液の形態、またはエマルジョンの形態、適当にはニートの形態で
、例えば、グラビアロールコーティング、リバースロールコーティング、デイップコーテ
ィング、ビードコーティング、スロットコーティング、静電吹付コーティング、押出コー
ティング、または溶融コーティングのような任意の適当な慣用のコーティング技術によっ
てポリマーフィルム支持体に塗布してもよい。望ましい場合には、支持体上にコーティン
グ組成物を堆積させる前に、当技術分野においてよく知られているように、その露出表面
を化学的または物理的に表面改質処理して、当該表面とその後に塗布されるコーティング
との間の結合を改良してもよい。物理的表面改質処理には、火炎処理、イオン衝撃、電子
ビーム処理、紫外光処理、およびコロナ放電が含まれる。
【００３５】
　コーティング層は、典型的には約０．０１から１４．０μｍの範囲の厚さを有する。１
つの実施形態においては、コーティングの厚さは約５μｍ以下、好ましくは約４μｍ以下
、好ましくは約２μｍ以下、好ましくは約１μ以下である。好ましくは、コーティング層
は、約０．０２から約１．５μｍの範囲であり、０．０２から約１．０μｍであることが
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好ましい。１つの実施形態においては、コーティング層の厚さは０．５ミクロンまたはこ
れよりも大きい。
【００３６】
　フィルムは、＜１５％、好ましくは＜１２％、好ましくは＜９％、好ましくは＜６％、
より好ましくは＜３．５％、特に＜２％の、ＡＳＴＭ　Ｄ　１００３基準に従って測定し
た散乱可視光％（ヘイズ）を有していることが好ましい。
【００３７】
　フィルムの６０゜の光沢度（本明細書に記載されるように測定）は、少なくとも７０、
より好ましくは少なくとも８０、より好ましくは少なくとも８５であることが好ましい。
【００３８】
　本発明を用いて得ることができるフィルムは、例えば、医療およびケータリングの環境
および設備、および食品包装のような様々な用途における抗菌性表面を提供するのに用い
てもよい。他の用途には、洗面所、ごみ処理、動物の餌入れ、学校、プール区域、自動車
備品、パブリック・アクセス(public access)備品、公共の座席、公共交通備品、おもち
ゃ、および他の工業、農業、商業、または消費者製品が含まれる。
【００３９】
　以下の試験方法を用いて、ポリマーフィルムの特定の性質を決定することができる；
（ｉ）ヘイズ（散乱透過可視光％）はＧａｒｄｎｅｒ　Ｈａｚｅｇａｒｄ　Ｓｙｓｔｅｍ
　ＸＬ－２１１を用いて、ＡＳＴＭ　Ｄ　１００３に従って測定する。
（ｉｉ）フィルム表面の６０°の光沢度は、Ｄｒ　Ｌａｎｇｅ　Ｒｅｆｌｅｃｔｏｍｅｔ
ｅｒ　ＲＥＦＯ　３（Ｄｒ　Ｂｒｕｎｏ　Ｌａｎｇｅ、ＧｍｂＨ、Ｄｕｓｓｅｌｄｏｒｆ
、Ｇｅｒｍａｎｙから入手）を用いて、ＤＩＮ　６７５３０に従って測定される。反射は
、３つの角度（２０°、６０°、および８５°）で測定し、測定はフィルムの機械方向お
よび横軸方向の両方について実施した。
（ｉｉｉ）水蒸気透過率は、ＡＳＴＭ　Ｄ３９８５に従って測定する。
（ｉｖ）酸素透過率は、ＡＳＴＭ　Ｆ１２４９に従って測定する。
（ｖ）細菌に対する抗菌効果は、１０5細胞／ｍｌのＮａ／Ｋリン酸バッファ０．４ｍｌ
に対し２２時間の暴露を伴う「プレート接触法」を用いて評価した。フィルム試料は、肺
炎桿菌（Ｋｌｅｂｓｉｅｌｌａ　ｐｎｅｕｍｏｎｉａｅ）ＡＴＣＣ　＃４３５２および黄
色ブドウ球菌ＡＴＣＣ　＃６５３８に対して、２つの別個の実験において、２回の試験を
実施した。
（ｖｉ）菌類に対する抗菌効果は、黒色アスペルギルスＡＴＴＣ　＃６２７５を使用し、
ＩＳＯ－８４６に基づく方法を用いて評価した。各試料には、１ｍｌあたり１０5の菌胞
子を有する溶液０．１ｍｌを植菌し、２９℃で最長３５日間培養した。菌の増殖物が小滴
に局在化した試料について、試料の目視観測により菌の増殖を評価した。次いで、効果を
３つの分類にランク付けする。
【００４０】
【表１】

【００４１】
ここで、与えられた試料のランクは、各分類における小滴の数である。
（ｖｉｉ）ヒートシール強度は、Ｓｅｎｔｉｎｅｌ（登録商標）装置中、２５０°Ｆ（約
１２１℃）で、３０ｐｓｉ（約０．２１ＭＰａ）の下、滞留時間０．３５秒間で、フィル
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とにより、測定する。
（ｖｉｉｉ）収縮は、フィルム試料（約１インチ（２．５４ｃｍ）の帯状片）を、１００
℃の水浴中に３０秒間配置することにより測定し、収縮の計算には熱処理前後における長
さの差を用いた。
【００４２】
　本発明を、以下、実施例によってさらに説明する。実施例は説明のみを目的とするもの
であり、上に記載した本発明を限定することを意図するものではないことは理解されよう
。本発明の範囲を逸脱することなく、細部の変更を行ってもよい。
【実施例】
【００４３】
（実施例１（比較例））
　ポリエステル重合プロセスに抗菌剤（Ａｌｐｈａｓａｎ（商標）ＲＣ５０００；Ｍｉｌ
ｌｉｋｅｎ）を添加することにより、抗菌性ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）ポリ
マーを調製した。２６００ｋｇ規模の反応器での慣用の直接エステル化反応を用いた。水
の蒸留、圧力降下、および安定剤添加の後、重縮合容器にモノマーを移した。この時点で
、２６５℃のモノマーと共に、最終ポリマー中の１重量％の抗菌剤のレベルに一致する抗
菌剤を、グリコール中の３０％スラリーとして添加した。３００ｐｐｍのＳｂ2Ｏ3触媒を
添加した後に、重縮合反応を行って、０．６３６のインラインＩＶ（ｉｎ－ｌｉｎｅ　Ｉ
Ｖ）を有するＰＥＴを提供した。
【００４４】
　抗菌性ＰＥＴの溶融ウェブを、エチレンテレフタレートおよびエチレンイソフタレート
（８２％：１８％）のコポリエステルと一緒に、２７５℃の温度で、慣用の方法で、スロ
ットダイから冷却された回転ドラムの研磨された表面上に共押出しした。冷却されたフィ
ルムを、最初に、７６～７９℃の温度で、押出し方向に延伸比３．３３にて延伸した。次
いでフィルムを８５℃の温度に加熱し、次いで１１０℃の温度で、横方向に延伸比３．５
にて延伸した。二軸延伸フィルムを、慣用の方法で２２０、２１０、および２００℃の温
度の三段階オーブン中でヒートセットした。最終的なフィルムの厚さは２０ミクロンであ
り、抗菌層が１６ミクロンでヒートシール層が４ミクロンであった。
【００４５】
（実施例２）
　０．４重量％の抗菌剤を含有する組成物を与えるように、抗菌剤（Ａｌｐｈａｓａｎ（
商標）ＲＣ２０００；Ｍｉｌｌｉｋｅｎ）をＰＥＴポリマーに混合した。組成物を、上で
述べた方法を用いて共押出しした。冷却されたフィルムを、最初に、７２～７５℃の温度
で、押出し方向に延伸率３．２にて延伸した。次いで、フィルムを８５℃の温度に加熱し
、次いで１１０℃の温度で、横方向に延伸率３．４にて延伸した。二軸延伸フィルムを、
慣用の方法で２２０、２１０、および２００℃の温度の三段階オーブン中でヒートセット
した。最終的なフィルムの厚みは２０ミクロンであり、抗菌層が１６ミクロンでヒートシ
ール層が４ミクロンであった。
【００４６】
　上記の実施例のフィルムは、本明細書に記載した試験を用いて分析し、結果を第１表に
挙げる。対照フィルムは、抗菌剤を含まない実施例１のフィルムに対応するものとした。
【００４７】
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【表２】

【００４８】
　第１表からは、実施例２のフィルムの光沢とヘイズは、対照フィルムに十分に匹敵し、
光沢とヘイズに関して（比較例の）実施例１のフィルムよりも優れていることがわかる。
【００４９】
　抗菌効果は、本明細書で上に述べたように評価した。下の第２表は、生存細菌の数およ
びパーセント減少と、そのログ減少との間の相関関係を示している。すなわち、２ログ減
少は、９９％の細菌が死滅したことと同じである。
【００５０】
【表３】

【００５１】
　実施例１（比較例）および実施例２の両方は、用いた試験方法において両方の細菌に対
して顕著な抗細菌効果を与えるのに効果的であることが見出された。
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